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組合員だけが加入できる
自主運営の公的医療保険!  
保健事業も充実（令和7年４月１日～令和8年３月３１日）　

建設国保
任意
加入

広島県建設国民健康保険組合

建設国保は、
建設業に従事するあなたの健康保険です。
あなたや家族が病気やケガの時、
「建設国保」は頼りになります。
またみなさんの健康づくりを応援し、
いろいろな保健事業も行っています。
保険料は就労形態や年齢による定額制であり、
その他の詳細については、
最寄りの組合窓口にお問い合わせください。

2. 後期高齢者支援金分保険料
　 ／月額保険料（1歳～74歳）
　　　　　※1歳未満の家族は減免

1. 医療保険料／月額保険料（1歳～74歳）※家族１人あたり保険料（5人まで賦課）2,600円　※1歳未満の家族は減免

1.～3.の合計が月額の保険料です1人あたり（5人まで賦課）
　　3,100円

3. 介護保険料
　 ／月額保険料（40歳～64歳）

1人あたり
　　3,600円

傷病手当金‥‥日額3,000円
　　　　（労務不能の4日目から）

　通院のみの場合＊最高42日間
　入院を含む場合＊最高57日間

17,800円

20,400円

23,000円

25,600円

28,200円

30,800円

14,600円

17,200円

19,800円

22,400円

25,000円

27,600円

11,800円

14,400円

17,000円

19,600円

22,200円

24,800円

8,200円

10,800円

13,400円

16,000円

18,600円

21,200円

6,300円

8,900円

11,500円

14,100円

16,700円

19,300円

区分 第1種（事業主・一人親方） 第2種（35歳以上） 第3種（25歳～34歳） 第4種（20歳～24歳） 第5種（20歳未満）

本人（組合員）のみ

本人と家族1人

本人と家族2人

本人と家族3人

本人と家族4人

本人と家族5人

●お医者さんにかかる時の自己負担割合

●産前産後期間の保険料軽減
　出産される被保険者の保険料を出産予定日（又は出産日）の前月から翌々月までの4か月間
　（多胎妊娠の場合は3か月前から翌々月までの6か月間）免除。
●女性組合員が出産して休業した時、1日3,000円、最大57日間の出産手当金を支給。
●葬祭費は組合員50,000円、家族30,000円

未就学児

　2割自己負担
70歳以上の人

　2割自己負担
※現役並の所得者の人は3割自己負担

小学生～69歳の人

　3割自己負担

※上記は家族1人あたり2,600円で計算した場合の医療保険料額となります。

※未就学児は1,600円
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広島県建設国民健康保険組合

建設国保組合の給付の一覧表

建設国保の貸付事業
建設国保の保健事業

加入
対象

■広島県建設労働組合の組合員であること。
■土木建築業の仕事に従事し、一人親方又は従業員が5人未満の個人事業所の事業主とその従業員。
■建設国保の組合員が営む事業所で、すでに健康保険適用除外の承認を受けた事業所に新たに使用されることとなった者。

加入に
必要なもの

■印鑑　■被保険者となる方全員の個人番号が確認できるもの　■職種を証明するもの　
■組合員となる方の身元が確認できるもの　■外国人の方は、国籍・在留資格・在留期間等について記載のある証明書
※上記以外に別途確認書類を求める場合があります

※国からの指示により、3年に1度組合員資格（業職・職種・事業所等）の調査を行っています。

（令和7年4月1日現在）

（※1）70歳以上の方は、組合員・家族とも所得に応じて現役並み所得者の方は3割、その他の方については、2割負担になります。
（※2）「限度額適用認定証」を医療機関に提出することにより、窓口での支払いが自己負担限度額までで済みます。手続き等、詳しくは所属の地域連合までお問い合わせください。
　　　（マイナンバーカードを利用できる医療機関、薬局等では、ご本人が情報提供に同意された場合「限度額認定証」の提示がなくても限度額を超える支払いはありません）
（※3）出産育児一時金については、分娩される医療機関等と直接支払制度に係る代理契約を締結する事により、建設国保が直接医療機関等に支払うこととなりますが、分娩費
　　　 用との差額がある場合及び事情により直接支払制度を利用しない場合は建設国保より支給します。
（※4）低所得者の方が入院時食事療養費の減額認定を受けるためには手続き等が必要となりますので、詳しくは所属の地域連合までお問い合わせください。また、70歳以上の方
　　　 で療養病床に入院される方は、生活療養についての差額支給もあります。

被保険者の葬祭を行った時

70歳以上の被保険者のうち低所得者Ⅰの人が入院した時

50,000円 30,000円

日額3,000円 ー

ー

治療費の7割（未就学児8割）病気やケガ（業務外）の時に、保険医療機関でマイナ保険証
の利用、または資格確認書等を提示し、治療を受けた時

女性組合員又は家族が出産した時
※妊娠4か月（85日）を超える流産・死産を含む

70歳未満の被保険者のうち低所得者・
70歳以上の被保険者のうち低所得者Ⅱの人が入院した時

子ども1人につき 488,000 円（産科医療補償制
度加入機関で出産の場合 500,000円）

過去1年間の入院 90日まで　450円／1食
　　　　　　入院 91日より　500円／1食

保険医の指示による場合など、一時的・緊急的に必要性
があって移送された車代を支払った時

同一月に保険医療機関別で、入院・通院別に保険給付の
対象となる治療費の負担額が自己負担限度額を超えた時
（70歳以上の前期高齢者については、同一月にかかった
医療機関への支払いを全て合算した額が自己負担限度
額を超えた時）

女性組合員が出産のため働くことができず仕事を休んだ時

労務不能と認められた
日から4日目より
日額3,000円

国民健康保険で認める範囲内で算定した治療費の7割
（未就学児8割）

○緊急やむを得ずマイナ保険証の利用、または資格確認書等の提示が
   できず、医師等に治療を受けた費用について組合が認めた時
○医師が治療上必要と認めた装具類を購入した時
○海外で保険診療の対象となる治療を受けた時

以下の自己負担限度額を超えた額（70歳未満の場合）
上位① 252,600+（総医療費ー842,000）×0.01円
上位② 167,400+（総医療費ー558,000）×0.01円
一般① 　80,100+（総医療費ー267,000）×0.01円
一般② 　57,600円
非課税　35,400円
（70歳以上の前期高齢者の限度額については建設国保からのチラシを
参考にしてください）

全疾病について
全治するまで

最も経済的な通常の経路、方法により移送された場合の旅費にも
とづき算定した額の範囲内での実費

出産のつど

葬祭のつど

入院期間中

通院のみの場合
最高42日間
入院を含む場合
最高57日間

最高57日間
（出産前15日
出産以後42日）

580円／1食（本人負担額110円）

上記以外の人が入院した時 180円／1食（本人負担額 510円）

給付の条件

療養の給付（※1）

移送費

高額療養費
（※2）

傷病手当金
病気やケガ（業務外）のため、入院又は入院に準ずる重篤
な疾病により治療を受け、その療養のため働くことがで
きず仕事を休んだ時

出産手当金

葬祭費

療養費（※1）

出産育児一時金
（※3）

入院時
食事療養費
（※4）

給付期間
給付額

組合員 家族
保険給付の種類

（1）高額療養費
（2）出産育児一時金について、事前に給付予定額の8割を
　　 無利息で貸し付ける制度を実施しています。

検診料の8割相当額　オプション検査については5,000円までを上限と
　　　　　　　　　　して補助（超えた場合の差額は全額自己負担）
検診料の8割相当額
一律40,200円を補助（差額については受診者が窓口にて支払い）
本人負担額全額を補助（地方自治体が行うがん検診）
健診料 3,300円全額を補助
肺ヘリカルCT検診料金のうち自己負担2,000円を超えた金額について補助

節目がん検診・産後就労助成金・健康づくりビンゴ・ビデオソフトの貸出など

地域連合主催のものに限る（自己負担なし）
組合員2,000円　家族1人につき2,000円を補助

接種費用の個人負担額を補助（1,500円を限度）

被保険者である組合員及び配偶者

被保険者である組合員及び配偶者

被保険者である組合員及び配偶者
被保険者である組合員及び配偶者

被保険者である組合員及び配偶者
被保険者全員

・接種時点で1歳以上から中学入学前の被保険者
・接種日時点で65歳以上75歳未満の被保険者

40～74歳の被保険者全員
被保険者全員（0歳児は対象外）

脳ドック

人間ドック

電話やチャットボット（自動応答プログラム）で医師・保健師・看護師等の有資格者が
「24時間」「年中無休」「無料」で健康、医療、介護、育児、メンタルヘルス等のご相談に対応 被保険者全員からだスマイル

サポート24

PET-CT がんドック検診
がん検診
歯科健診

肺ガン（アスベスト）検診

インフルエンザ予防接種

契約保養所の利用
特定健康診査・保健指導

その他各種事業

事業の内容 対象者
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※実際に入院時に必要な食費は1食につき690円



政府が行う労働保険!
労働者災害補償保険と
雇用保険の総称です

労働保険
（労災・雇用）

任意
加入

《労災保険》…現場のケガにも安心補償！
　すべての事業所で、労働者を一人でも雇っている場合は労災保険の強制適用事業所
　となっています。そのため、事業主が、その事業所に労災保険をかけることが義務
　付けられています。建設事業の場合、下請の職人（労働者）の災害補償も元請の責任
　と定められています。また、一人親方や事業主の方も特別加入に加入することで、
　その掛け金に応じて労働者と同様の補償を受けることができます。

あなたはどの労災？簡単チャートで調べましょう！

事業主です（人を雇っている）

家族従事者がいる 一般労働者のみ

一人親方です

たまに労働者を雇う 雇わない

※「労働基準法でいう労働者」とは、賃金台帳・出勤簿等があり、一般的な労働者として雇う（雇われている）ことを指します。
※加入・給付に関しては最終的には、労働局が判断します。また、上図は一例ですので、詳しくは組合窓口にご相談ください。

賃金で働いている
（外注又は請負ではない）

労
働
者
と
し
て

会
社
の
労
災
保
険
が
適
用

一
人
親
方
の
特
別
加
入
に
入
る

事
業
所
労
災
に
入
る

　
　
●

+

一
人
親
方
の
特
別
加
入
に
入
る

事
業
所
労
災
に
入
る

　
　
●

+

事
業
主
の
特
別
加
入
に
入
る

事
業
所
労
災
に
入
る

（
家
族
従
事
者
も
O
K
）

　
　
●

+

事
業
主
の
特
別
加
入
に
入
る

事
業
所
労
災
に
入
る

　
　
●

+

事
業
主
と
家
族
従
事
者
は

そ
れ
ぞ
れ
事
業
主
の
特
別
加
入
に
入
る

事
業
主
も
家
族
従
事
者
も

一
人
親
方
の
特
別
加
入
に
入
る

家族従事者は同居

家族のみ

一般労働者と
家族従事者がいる

家族のみ

一般労働者と
家族従事者がいる

年間100日以上雇う

年間100日は雇わないが
たまに賃金で応援を頼む

元請工事がある
外注先に労働者がいる

元請工事がある
外注先に労働者がいない

元請工事はない

労働基準法でいう
労働者であり
会社役員ではない

会社役員である

家族従事者は
会社役員ではなく、
他の労働者と
同様の労働条件

家族従事者は別居

家族従事者は
会社役員である又は
他の労働者と異った
労働条件である
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事業所労災・現場労災
《事業の種類》建築事業35業種　

500万円
1,000万円
1,500万円
2,000万円
2,500万円

3,500円
4,000円
5,000円
6,000円
7,000円
8,000円
9,000円
10,000円

10,925円
21,850円
32,775円
43,700円
54,625円

元請工事金額 保険料
※年3回の分割納入可能

事務費6,000円（1事業所につき）

3,000万円
3,500万円
4,000万円
4,500万円
5,000万円

65,550円
76,475円
87,400円
98,325円
109,250円

事務費1,200円

一人親方労災、事業主特別加入
《事業又は作業の種類》建築事業35業種

労災保険の補償の内容

《雇用保険》…労働者の生活及び雇用の安定、再就職の援助！
　　　　　　　　　　　　　 事務費6,000円（1事業所につき）

　労働者を雇用する方は、雇用保険に入ることが義務付けされています。
　 ※雇用保険の適用労働者であるか否かの判断は、所轄の職業安定所長が判断します。

31,025円
37,230円
43,435円
49,640円
55,845円
62,050円

ー
ー

12,131円
13,870円
17,337円
20,850円
24,272円
27,740円
31,207円
34,675円

12,000円
14,000円
16,000円
18,000円
20,000円
22,000円
24,000円
25,000円

74,460円
86,870円
99,280円
111,690円
124,100円
136,510円
148,920円
155,125円

41,610円
48,545円
55,480円
62,415円
69,350円
76,285円
83,220円
86,687円

給付
基礎日額

一人親方労災保険料
（一人親方特別加入）

※年1 回払い

事業主特別加入保険料
（中小事業主特別加入）
※年3 回の分割納入可能

保険料年額

給付基礎日額の
　　　　８割給付

組合は労働保険（労災・雇用）の加入手続きはもちろん、
労災、雇用保険給付の請求手続きを行います。

組
合
窓
口
に

相
談
し
よ
う
！

そ
う
し
よ
う
！

治療費・入院費（療養補償給付） 医療費は治る（症状固定）まで全額無料

仕事を休んだとき（休業補償給付）
※休業４日目から給付

《労働者の場合》平均賃金の８割《一人親方の場合》給付基礎日額の８割
●平均賃金・給付基礎日額とは…事故前3か月
　間に支払われた賃金総額（ボーナスは除外）を
　その期間の暦日数で割った金額のこと。障害が残ったとき（障害補償給付） 障害補償年金や障害補償一時金

死亡事故のとき（遺族補償給付・葬祭料） 遺族補償年金あるいは遺族補償一時金、葬祭料

■基本手当　■再就職手当　
■育児休業給付　
■高年齢求職者給付金
■高年齢雇用継続給付
　　　　…などが受けられます。

保
険
料

給
付
の
種
類

元請工事金額 保険料
※年3回の分割納入可能

給付
基礎日額

一人親方労災保険料
（一人親方特別加入）

※年1 回払い

事業主特別加入保険料
（中小事業主特別加入）
※年3 回の分割納入可能

保険料年額

1 年間に支払う賃金額に下記の料率
を掛けた金額が保険料となります。
一般 =事業　1000 分の14.5　（事業主 9：労働者5.5）

建設 =事業　1000 分の17.5　（事業主11：労働者6.5）
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★最高2,500万円の充実された補償 !（基本補償Ⅰ型の場合）
★休業補償3千円型の場合日額3,000円（休業4日目以降）
★後遺障害の補償も充実（1級～10級まで補償）
★職業性疾病も対象

任意
加入あんぜん

　　　共済

労災保険の上乗せ補償制度、労働災害総合保険（法定外補償）

広島建労の組合員で、国の労災保険に加入している全事業所、
中小事業主、一人親方が加入できます。

●年間保険料表　1名につき（円）

全国建設労働組合総連合（全建総連）

Ⅰ型

Ⅱ型

Ⅲ型

Ⅳ型

休業補償3千円型

休業補償2千円型

24,460

19,570

9,780

4,890

7,830

5,220

7,110

5,690

2,840

1,420

1,800

1,200

22,410

17,940

8,970

4,480

3,360

2,240

69,830

55,860

27,930

13,970

17,210

11,470

56,590

45,270

22,640

11,320

14,670

9,770

57,960

46,370

23,180

11,600

10,190

6,790

45,470

36,370

18,190

9,090

14,590

9,720

一時払

一時払

一時払

一時払

一時払

一時払

型

業種（コード）第二種特別加入者
＜1人親方＞

C2

既設建築物
設備工事業

38

建築
事業

35

舗装
工事業

機械装置の組立又は
据え付けの事業

その他の
各種事業

その他の
製造業

93　94　9561

その他の
建設事業

33 36 37

※保険期間は1年となります。

〈1〉基本補償［業務上災害・通勤災害］（万円）
●補償のタイプ

〈2〉休業補償［2種類の型から選択できます］

※休業補償は基本補償に
　セットで加入できます。

※1日目から3日目までは
　補償されません。

型

3千円型

2千円型

休業1日あたり3,000円

休業1日あたり2,000円

特徴

加入内容
給付基礎日額
5,000円

基本補償Ⅳ型休業補償
3,000円型

政府労災 あんぜん 合計

年間保険料

給付額
（1日あたり）

31,025円

4,000円
（休業補償給付　　3,000円）
（休業特別支給金　1,000円）

3,000円 7,000円

12,720円 43,745円

ポイント
！

4日目か
ら

727日
までの

長期間の
補償

※法定外補償規定を定めている場合、その額を上回る型にご加入いただくことはできません。

後遺障害補償

型 1～3級 4級 10級9級8級7級6級5級
Ⅰ型

Ⅱ型

Ⅲ型

Ⅳ型

2,500

2,000

1,000

500

2,500

2,000

1,000

500

2,500

1,600

800

400

1,750

1,400

700

350

1,500

1,200

600

300

1,250

1,000

500

250

750

600

300

150

500

400

200

100

375

300

150

75

死亡
補償

補償内容

令和7年4月現在

7

例えば
プラス12,720円で、1日あたり3,000円の上乗せ休業補償が受けられます！

一人親方が「政府労災保険」と「あんぜん共済」に加入した場合…
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hiroshimakenrou@hiro-ken.com

4

表紙

パンフレット発行人：広島県建設労働組合 県本部

広島建労LINE

講習会や建設関連の
最新情報を発信中!
友だち登録して
お得な情報をGET!

最新情報配信中!!

@269aeikx


